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１ . はじめに  

小野市では、従来から作成していた「総務省方式改訂モデル」にかわり、平成２８年度決算か

ら、統一的な基準による財務諸表を作成しました。 

統一的な基準による財務書類は、総務省が全ての地方公共団体において作成することを要請し

たもので、本基準による他団体との比較が可能となります。 

２ . 作成した財務書類  

「貸借対照表」、「行政コスト計算書」、「純資産変動計算書」及び「資金収支計算書」の４

つの財務書類を、「一般会計等」、「全体」及び「連結」のそれぞれの範囲について作成してい

ます。 

財務書類 説明 

貸借対照表 

毎年度末における土地や建物、現金預金など「資産」の保有

額と、退職手当や市債など将来支払が必要になる「負債」額と

を対比して示しています。 

行政コスト計算書 
現在の自治体会計では計上しない減価償却費などを含めた１

年間の行政コストを計算します。 

純資産変動計算書 
行政コストを税収や国からの補助金等の収入で、どれだけ賄

えているかを計算します。 

資金収支計算書 

１年間の行政活動による資金収支を、①固定資産の取得など

の投資活動、②市債の発行・償還などの財務活動、③その他の

業務活動の３つに分けて計算します。 

  
 

作成範囲 説明 

一般会計等 一般会計 

全体 

一般会計、国民健康保険特別会計、介護保険特別会計、後期高

齢者医療特別会計、水道事業会計、下水道事業会計、都市開発

事業会計 

連結 全体＋外郭団体や広域連合など連結対象団体を追加 
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３ . 財務書類４表の相互関係  

「資金収支計算書」、「行政コスト計算書」及び「純資産変動計算書」が示す１年間の行政活動

の結果が、年度末のストック情報を表す「貸借対照表」に反映されます。 

貸借対照表  行政コスト計算書 

資産 

 

（ 現金預金 ） 

負債 
（経常費用－経常収益） 

＋ 

（臨時損失－臨時利益） 

＝ 

純行政コスト 1 

純資産 

  

資金収支計算書 純資産変動計算書 

本年度資金増減額 ＋ 前年度末資金残高 

＝ 本年度末資金残高 

 

本年度現金預金残高 2 

（本年度末資金残高 ＋ 本年度末歳計外現金残高） 

期首純資産残高 

＋ 

本年度純資産変動額 

（財源＋資産評価差額等－純行政コスト） 

＝ 

期末純資産残高 3 

  

                                                      

1 行政コスト計算書の「純行政コスト」の金額は、純資産変動計算書に記載されます。 

2 貸借対照表の資産のうち「現金預金」の金額は、資金収支計算書の本年度末残高に本年度末歳計外現金残高を

足したものと対応します。 

3 貸借対照表の「純資産」の金額は、純資産変動計算書の本年度末残高と対応します。 
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４ . 小野の財務諸表の概要  

① . 貸借対照表（ＢＳ）【資産及び負債・純資産の状況】  

毎年度末における土地や建物、現金預金などの「資産」の保有額と、退職手当や市債などの将

来支払が必要になる「負債」額とを対比して示します。これにより、小野市の「資産」のうち、

どれだけが将来の負担が必要なものか（どれだけ過去に負担が済んでいるものか）を把握できま

す。 

I. 平成２８年度末（平成２９年３月３１日現在）の状況【一般会計等】 4 

貸借対照表 

資産 

795億 2991万円 

 

負債 

216億 3276万円 

（27.2％） 

 

固定資産 

737億 6785万円 

（92.8％） 

 

固定負債 

194億 7424万円 

（90.0％） 

 

有形固定資産 

686億 6039万円 

（93.1％） 

 
うち市債 

163億 6681万円 

流動負債 

21億 5852万円 

（10.0％） 無形固定資産 

8307万円 

（ 0.1％）  
うち市債 

18億 7599万円 

投資その他の資産 

50億 2439万円 

（ 6.8％） 

純資産 

578億 9715万円 

（72.8％） 

流動資産 

57億 6206万円 

（ 7.8％） 

 
うち現金預金 

6億 5842万円 

II. 市民一人あたり 5の貸借対象表  

資産 

1,622千円 

負債 441千円 

 うち市債 372千円 

純資産 

1,181千円 
  

                                                      

4 表示単位未満四捨五入のため、合計等が一致しない場合があります。 
5 市民一人あたりの各財務書類は、平成 29年 3月 31日時点の住民基本台帳人口：49,019人を用いて算出 

土地や建物、道路等の資

産で構成されており、道路

や上下水道などのインフラ

資産や物品、そしてそれ以

外の有形固定資産である事

業用資産に分類されます。 

家庭に置き換えると 

マイホーム 

情報システムのソフトウェ

アなど。 

出資金や長期貸付金、基金

など。投資損失引当金や徴収

不能引当金も含まれる。 

現金や市税の未収金など。 

家庭に置き換えると 

定期預金 

家庭に置き換えると 

普通預金・財布 

市債や未払金、退

職手当引当金、賞与

等引当金など、将来

的に現金の支払いが

見込まれるもの 

家庭に置き換えると 

住宅ローン 

市民一人あたりの数値を家庭生

活で表現すると、貯金などの資産

が「162万円」ある一方で、住宅

ローンなどの負債を「44.1万

円」抱えている状況です。 
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② . 行政コスト計算書（ＰＬ）【行政サービス活動の収支状況】  

民間の企業会計における損益計算書に相当するもので、現在の自治体会計では計上しない減価

償却費などを含めた１年間の行政コストを計算します。行政サービスの直接的な対価として得ら

れた使用料などの収益を集計し、費用と収益の差引である「純行政コスト」を求めています。 

I. 平成２８年度末（平成２９年３月３１日現在）の状況【一般会計等】 6 

行政コスト計算書 

経常費用 173億 9746万円 

 

業務費用 83億 1575万円 

 

人件費 26億 9859万円 

物件費 53億 6097万円 

その他  2億 5619万円 

移転費用 90億 8171万円 

経常収益 10億 7268万円 

臨時損失 216万円 

臨時利益 2491万円 

純行政コスト 163億 0203万円 

II. 市民一人あたり 7の行政コスト計算書  

経常費用 355千円 

 
業務費用 170千円 

移転費用 185千円 

経常収益 22千円 

臨時損失 0千円 

臨時利益 1千円 

純行政コスト 333千円 

   

                                                      

6 表示単位未満四捨五入のため、合計等が一致しない場合があります。 
7 市民一人あたりの各財務書類は、平成 29年 3月 31日時点の住民基本台帳人口：49,019人を用いて算出 

既存の有形固定資産の減価

償却費は、ここに含まれま

す。 

生活保護費等の社会保障給

付や他会計への支出など 

使用料や手数料など 

災害復旧費や資産売却によ

る費用・利益など 

家庭に置き換えると 

食費・日用品費 

・雑費 

市民一人あたりの数値を家庭生

活で表現すると、食費や日用品費

に「17万円」を支出しながら、仕

送りを「18.5万円」を行い、

生活費総額として「33.3万

円」かかっている状況です。 

家庭に置き換えると 

仕送り 

家庭に置き換えると 

生活費用の総額 
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③ . 純資産変動計算書（ＮＷ）【純資産の変動状況】  

民間の企業会計におけるに株主資本等変動計算書に相当するもので、貸借対照表上の「純資

産」の当年度中の増減について、その内訳を示しているものです。また、純行政コストを税収や

国からの補助金等の収入でどれだけ賄えているかを計算します。 

I. 平成２８年度末（平成２９年３月３１日現在）の状況【一般会計等】 8 

純資産変動計算書 

前年度末純資産残高 582億 9586万円 

純行政コスト 163億 0203万円 

財源 159億 0114万円 

 

税収等 118億 7400万円 

国県補助等 40億 2714万円 

本年度差額 △4億 0090万円 

資産評価差額等 219万円 

本年度純資産変動額 △3億 9871万円 

本年度末純資産残高 578億 9715万円 

II. 市民一人あたり 9の純資産変動計算書  

前年度末純資産残高 1,189千円 

純行政コスト 333千円 

財源 324千円 

本年度差額 △8千円 

資産評価差額等 0千円 

本年度純資産変動額 △8千円 

本年度末純資産残高 1,181千円 

   

                                                      

8 表示単位未満四捨五入のため、合計等が一致しない場合があります。 
9 市民一人あたりの各財務書類は、平成 29年 3月 31日時点の住民基本台帳人口：49,019人を用いて算出 

将来世代へ引き継ぐ資源

の蓄積を表す「純資産」

が、当年度中の活動によっ

てどのくらい蓄積された

か、あるいは消費されたの

かを読み取ることができま

す。 

市民一人あたりの数値を家庭

生活で表現すると、生活費総額

の「33.3万円」を、給料など

の「32.4万円」の収入で賄っ

ている状況です。 

家庭に置き換えると 

給料・年金 
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④ . 資金収支計算書（ＣＦ）【資金の収支状況】  

民間の企業会計におけるにキャッシュ・フロー計算書に相当するもので、当年度中の資金の出

入り３つの事業活動区分に分けて表示しています。当年度中の資金の増減が、どのような要因に

よってどのくらい生じていたのかを把握することができます。 

I. 平成２８年度末（平成２９年３月３１日現在）の状況【一般会計等】 10 

資金収支計算書 

業務活動支出 153億 7321万円 

業務活動収入 161億 7910万円 

投資活動支出 19億 2023万円 

投資活動収入 13億 2359万円 

財務活動支出 18億 6575万円 

財務活動収入 16億 8864万円 

本年度資金収支額 3214万円 

前年度末資金残高 5億 4535万円 

本年度末資金残高 5億 7749万円 

II. 市民一人あたり 11の資金収支計算書  

業務活動支出 314千円 

業務活動収入 330千円 

投資活動支出 39千円 

投資活動収入 27千円 

財務活動支出 38千円 

財務活動収入 34千円 

本年度資金収支額 1千円 

前年度末資金残高 11千円 

本年度末資金残高 12千円 

 

                                                      

10 表示単位未満四捨五入のため、合計等が一致しない場合があります。 
11 市民一人あたりの各財務書類は、平成 29年 3月 31日時点の住民基本台帳人口：49,019人を用いて算出 

行政サービスに要する費用

や税収など、市の経常的な行

政活動に伴って継続的に発生

する資金収支。 

市民一人あたりの数値を家庭生活で

表現すると、財布の中身が１年間で

「0.１万円」増えたことになります。 

その原因は、給料のやりくりで

「1.6万円」増え、定期預金への預

け入れで「1.2万円」減り、銀行へ

の返済で「0.4万円」減っていま

す。 

家庭に置き換えると 

支出：生活費 

収入：給料・年金 

公共施設の整備や、それに

伴う補助金の受入など、市の

資本形成活動に伴って発生す

る資金収支。 

地方債の発行による収入

や、償還に係る支出など、負

債の管理に係る資金収支。 

家庭に置き換えると 

支出：住宅改修・ 

定期預金預入 

収入：定期預金解約 

家庭に置き換えると 

支出：銀行返済 

収入：銀行借入 

本年度末資金残高 

＋ 

本年度末歳計外現金残高 

＝ 

本年度末現金預金残高 


